
公   示   公   告 

 

 平成２９年７月３日 

   次のとおり見積り合せを実施します。 

 

        最高裁判所 

        支出負担行為担当官 

        最高裁判所事務総局経理局長 笠 井 之 彦 

 

１ 件名 最高裁判所図書館蔵書のマイクロフィルム作成等業務（単価契約） 

２ 調達内容，納入期限及び納入場所 

別添「見積り合せ要領」のとおり 

３ 見積書提出期限及び見積書提出場所等 

  別添「見積り合せ要領」のとおり 



 

 

 

 

 

 

 

見積り合せ要領 
 

 

 

 

 

件 名：最高裁判所図書館蔵書のマイクロフィルム作成等業務（単価契約） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          最高裁判所 

          支出負担行為担当官 

          最高裁判所事務総局経理局長 笠 井 之 彦 



１ 一般事項 

本見積り合せ要領（添付資料及び別紙を含む。以下「本要領」という。）は，最高裁

判所（以下「裁判所」という。）が平成２９年７月３日に公示公告した「最高裁判所図

書館蔵書のマイクロフィルム作成等業務（単価契約）」に係る見積り合せに際して見積

書提出者が了知し，遵守すべき事項等を規定したものです。 

  本要領の交付を受けた者は，裁判所から提供を受けた文書，データ等すべて（本要領

のほか，追加資料を含む。以下，総じて「裁判所提示文書」という。）について，第三

者（他の提出者を含む。）に漏らしてはならず，裁判所提示文書を本調達手続以外の目

的（広告，宣伝，販売促進，広報を含む。）に使用してはなりません。 

  見積り合せに参加しようとする者は，本要領の内容を十分に了知の上，裁判所の調達

条件のすべてを承諾して見積書を提出しなければなりません。 

２ 見積り合せに付する事項 

 件  名 最高裁判所図書館蔵書のマイクロフィルム作成等業務（単価契約） 

  内容，納入期限及び納入場所 
別紙「仕様書」のとおり 

 見積書提出期限及び場所 

  ア 見積書提出期限 

    平成２９年７月２４日（月）正午まで（郵送又はファクシミリによる提出可） 
※ファクシミリの場合は，追って原本を提出する必要があります。 

  イ 見積書提出場所 

 〒102-8651 東京都千代田区隼町４番２号 
最高裁判所事務総局経理局用度課役務調達係 

３ 参加者は，上記２ ア及びイのとおり見積書を提出してください。 
なお，見積金額は，消費税課税業者については，消費税及び地方消費税の金額を必ず

記載してください。 
ただし，消費税課税業者が消費税及び地方消費税の課税金額を明示しない場合には，

消費税及び地方消費税が含まれているものとして扱います。 
また，本件は，単価契約となるため，見積書の金額は，予定数量に作業単価を乗じた

金額（小数点以下切り捨て）を記載してください。 
４ 見積書の提出期限（２ ア）を徒過した場合は，無効とします。 

５  契約の相手方について 
 受注者は，見積書記載金額（消費税及び地方消費税金額を含む。）が，裁判所が定

めた予定価格以内で，最低の金額の見積りをした者とします。 
 同額の見積書を提出した者が２者以上あるときは，その同額の見積書を提出した者

において，別途指定する日時までに再度見積書を提出してもらい，前回の見積書の金

額以下で，かつ，最低の金額の見積りをした者を受注者とします。 
 上記 において，同額の見積書を提出した者が２者以上あるときは，別途指定する

日時において，くじ引きにより受注者を定めます。この場合，くじを引かない者があ

るときは，これに代わって当庁の指定した職員がくじを引きます。 
６ 照会 
  本要領の内容に関し，合理的と認められる照会は次の窓口で受け付けます。 



  なお，照会は書面によることとします。 
  受付窓口 
   〒102-8651 東京都千代田区隼町４番２号 

   最高裁判所事務総局経理局用度課役務調達係（担当：徳岡） 
   電 話 ０３－３２６４－５８６４（ダイヤルイン） 
   ＦＡＸ ０３－３２３４－０９２３ 
   （FAX による場合は，事前に電話連絡をお願いします。） 
  受付時間 
   午前９時３０分から正午まで及び午後１時から午後４時まで 
   （裁判所の休日を除く。） 
  照会締切 
   平成２９年７月１８日（火）正午まで 
７ その他 
  見積書の作成及び提出にかかる費用等は，提出者の負担とします。 



（別紙）  
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仕  様  書 
 
１ 目  的 
  最高裁判所図書館の蔵書のうち，酸化等により変色したり，損傷がひどく劣化が進ん

でいるものについて，永年保存及び検索の効率化を図るためマイクロフィルムを作成す

る。 
２ 予定数量（マイクロフィルム化予定コマ数等） 
  １４，２２８コマ（約８０冊） 
  （コマ数及び冊数は増減することがある。） 
３ 撮影方法 
  撮影対象の製本雑誌については，すべて解体して撮影すること。 
  使用カメラは，１６ミリ平床式マイクロフィルム専用カメラとすること。 
  使用フィルムは，銀塩１６ミリ無孔ロールフィルムとし，１リール（１００フィー

ト）単位で使用すること。 
  撮影縮小率は，１：２４を原則とし，その他規格寸法外のものについては，その版

に最も近い最大寸法の規格に対応する縮小率とすること。１コマ内の原本ページ数は，

原則としてＢ４判は１ページ，Ａ４判，Ａ５判及びＢ５判は２ページとすること。 
  撮影に際しては，対象となる資料を種別に分け，撮影順は，最高裁判所の指示に従

うこと。撮影方法は，ＪＩＳ Ｂ ７１８７－２００７によるものとし，基本フォーマ

ットは，別紙第１に従うこと。 
  １コマの画像域のサイズは，１３㎜×１９．３㎜とし，コマ間隔は，０．７㎜とす

ること。 
  ドキュメントマーク（１．３㎜×１．５㎜）を画像域の下側に入れること。 
  欠号がある場合は，該当する号と号の間に欠号であることを示すターゲットを入れ

ること。 
  対象となる資料に落丁など資料状態に問題があり，撮影に支障がある等の場合は，

該当箇所にその旨を示すターゲットを入れること。 
  対象となる資料にインクの濃淡や日焼け等がある場合は，露光等を再調整して撮影

することとし，マイクロスキャナーでの閲覧や印刷に影響が出ないようにすること。 
４ オリジナルフィルムの作成 
  マイクロフィルムの処理及び処理済みフィルムの特性は，ＪＩＳ Ｚ ６００９－２

０１１とし，処理に当たっては，現像むら，フィルム面上の傷，写しもれのないよう

にし，マイクロフィルム専用現像機を用いて全コマを検査すること。 
  フィルム濃度は，ベース０．１２以下とし，バックグラウンドは，０．８５から１．

３５を基本とし，測定方法はＪＩＩＭＡ Ｚ ６０１０－１９８４によるものとするこ

と。 
  解像力は，ＪＩＳ Ｚ ６００８－２０１１とすること。 
  ロールフィルムは１リールごとにリールに巻いてマイクロフィルムプラスチックケ

ース又は中性紙化粧箱に入れ，箱の表面に雑誌名，発行年度，リールナンバーを記入

すること。リールは，プラスチックリールとし，フィルムの巻き方は，ＪＩＳ Ｂ ７
１８７－２００７とすること。 

５ 活用フィルムの作成 
  活用フィルムは，ダイレクトデュープリケーティングフィルムを使用し，マスター

フィルムと同品質以上とすること。 
  カートリッジはＪＩＩＭＡ Ｚ ６０１２－１９９３とし，表面に雑誌名，発行年度，

リールナンバー等を記入したラベルを貼ること。 
６ 索引簿の作成 
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  ロールフィルム１リールごとに撮影された雑誌名の順序に合わせ，Ａ４判用紙に雑誌 
名，輯号数，欠号，発行年度，リールナンバー（リール番号は今までマイクロ撮影で付

番した通し番号を表示すること。），コマナンバーを記入し各製本雑誌名ごとに表示して

索引簿を記載すること（書式は，発注時にリスト等と一緒にサンプルを渡す。）。 
７  解体再製本 
    マイクロフィルム撮影時には，製本雑誌全冊数を解体対象とし，その解体方法につ

いては，綴じてある糸を切る方法により解体することとし，断裁の方法は取らないも

のとすること。 
   の方法による解体ができない場合は，その処理について別途最高裁判所と受注者

との双方の協議により決するものとする。 
   製本雑誌を 又は の方法で解体し，撮影した後には，新たに再製本を行うこと。 

再製本の際，形式，表紙材料等について別紙第２のとおりに再製本作業を行うこと。 
   原本において，破れ等の破損を認めたときは，繕いを施すこと。 
   解体した際の表紙等は保管し，納入時にあわせて返却すること。 
８  対象となる資料の授受及び成果物の納入 
   対象となる資料の授受を行う場所及び成果物の納入場所は，いずれも最高裁判所と

する。 
   受注者は，納品に当たり，検査を行い，不備のないよう万全を期すこと。 
９  搬出・納入・納期 
  搬出，納入は受注者が行うこと。 
   搬出時は，最高裁判所及び受注者の双方でリストに基づき，対象となる資料の冊数

及び欠号等を確認した後，受注者は箱に梱包の上，搬出すること。 
   納入時は，箱に梱包された状態で持ち込み，指定された棚に箱出しの上，リスト順

に並べた後，冊数等を確認することとする。 
  オリジナルフィルム，活用フィルム，索引簿及び再製本した雑誌の納入期限は，平

成３０年２月２８日（水）までとする。 
  納入検査において合格しなかった場合は，受注者は再撮影及び再製本等をして納入

すること。 
10 その他 

 受注者は，最高裁判所から受領する資料の取扱いに当たって，紛失，汚損，毀損の

ないよう万全を期すこと。 
 受注者は，全ての作業を自社工場にて行うこと。 
 本仕様書に定めのない事項及び疑義が生じたときは，最高裁判所と受注者との双方

の協議により決するものとする。 

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



（別紙第1）

始

リール№ 書名タイトル 第○輯○号   目次　　　　 はしがき等 本　　　文

最高裁判所所蔵 →

製作　○○○○株式会社 チャート 昭和○年

作成年 （解像力試験標板）

資料は解体して撮影 A4サイズまでは見開き。B4サイ
ズ以上は１ページ１コマ

第○輯○号 第○輯○号
　　目次
　　はしがき等 　　　　　　　　本　文

→ →

欠 昭和○年

白紙の場合は撮影しない 欠号がある場合 折込の場合は広げて撮影す
る

終

撮影ミスコマ ※修正ターゲット 修正コマ リール№

→ （撮り直しコマ） 最高裁判所所蔵

製作　○○○○株式会社

作成年

白紙の場合は撮影しない　修正等で撮り直しをする場合，
　修正ターゲットを入れる

見開きが目次等のページと，本文の開始ページになっている
場合は，片側に白紙ページをあて，1コマとして撮影する

　　　　・見開きが白紙の場合は，撮影しない

　　　その他

　　　　・折込ページが1コマで収まらない場合は，
　　　　  撮影方法について担当者と協議する

号数等単位
輯が無い場合は「第○号」と
する

表
紙

裏
表
紙

※折込の場合

表
紙

裏
表
紙

白
紙

白
紙



（別紙第２） 
 

再製本作業についての仕様書(和雑誌) 
 
１ 形 式 

背丸・総クロス上製本（フォローバック形式） 
 
２ 材 料 

表紙  －表紙用布クロスを使用し，上製本で仕上げること。 
表紙の色は指示書（各図書資料に添付）によること（原則，原本と同じ。）。 

材質  －抗菌・防虫・防カビ効果のあるものを使用すること。 
表紙芯材－黄ボール紙（A５判－３６号 Ｂ５・Ａ４判－４０号以上）を使用する

こと。 
見返紙 －「再生上質紙 四六判１１０㎏以上」を使用すること。 
背文字 －箔押しすること。 
背固め －上質化学糊を使用し，花布を付すること。また，背固めは製本用寒冷紗

を使用すること。 
 
３ 仕 様 

綴じ  －機械綴じ（オーバーソーイング綴じ）とすること。 
ただし，機械綴じに適さないものは，手かがりとし，紙質により打抜

き綴じ又は無線綴じも可とする。 
編集  －そのまま製本（ハガキ，折り込み等あるものはそのままの位置に綴じ込

む。）すること。 
ただし，別途指示がある場合は，指示のとおりとする。 

断裁  －化粧断ち不可(断裁による解体も不可)とする。 
背文字 －指示書（各図書資料に添付）によること。 

タイトル－表示内容（製本雑誌のタイトル・輯・号・版等の表示や位

置）は，原則，解体前の背の表示と同じにすること。ただ

し，指示書と表示が違う場合は，指示書に従うこと。 
使用活字－原則，原本と同じとすること（明朝体を基本とする。）。原

本と同じとすることが困難な場合は，最高裁判所と受注者

との双方の協議により決するものとする。 


